介護保険サービスの指定時等における他法令に係る確認事項
  介護保険サービス事業所において、利用者が介護サービス等を受けるに当たって、事故が発生した場合に利用者の人命等に直接危害がおよぶ可能性が高いことから、他法令に規定するものであるが、特に確認をしておいた方が良いと考えられる以下の項目について、介護保険サービスの指定申請等に確認を行いますので、対象事業者におかれましては必要な書類の提出をお願いします。
１  確認項目
（１）消防用設備等検査済証の写しについて
    　消防法（昭和２３年法律第１８６号）第１７条の３の２に規定に基づき、消防用
　　設備等について消防長又は消防署長により検査を受けたことを証明する「消防用設
備等検査済証」の交付を受けていること。
      ただし、消防用設備等の検査を受けるべきものに限る。
（２）建築基準法に係る確認済証の写しについて
    　建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条の規定に基づき、建築物が建築
基準関連規定に適合するものであることについて建築主事の確認を受けたことを証
明する「確認済証」の交付を受けていること。
      ただし、建築確認を受けるべきものに限る。
（３）食品衛生許可証の写しについて
    　食品衛生法（昭和２２年法律第２２３号）第５２条の規定に基づき、知事により
営業の許可がなされたことを証明する「食品衛生許可証」の交付を受けていること。
      ただし、食品衛生法の許可を受けるべきものに限る。
　※上記（１）～（３）において、交付及び許可を受けるべきかどうか不明の場合は、それぞれの法令を所管する部局にお問い合わせください。
　
２　確認を要するサービス
    次の介護保険サービス（関連介護予防サービスも含む。）を対象とする。
  　なお、訪問系サービス（訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーシ
ョン、居宅療養管理指導）、福祉用具貸与、特定福祉用具販売及び居宅介護支援につ
いては、各事業所において利用者がサービスを受けるものではなく、確認の対象外と
する。
    また、短期入所療養介護については、介護老人保健施設及び介護療養型医療施設の
確認をもって足りるため、確認の対象外とする。
  ＜通所サービス＞
    ・通所介護
    ・通所リハビリテーション（介護老人保健施設又は介護療養型医療施設、保険医療
機関によるみなし指定により行われる場合は除く）
  ＜短期入所サービス＞
    ・短期入所生活介護（介護老人福祉施設又は介護老人保健施設に建物が一体の併設
型の場合は除く)
  ＜居住系サービス＞
    ・特定施設入居者生活介護
  ＜施設系サービス＞
    ・介護老人福祉施設
    ・介護老人保健施設
    ・介護療養型医療施設
３　確認の時期
  　確認の時期は、
　　①新規指定申請時
　　②建物の増築等（新たに消防に係る検査又は建築確認を伴う新築、増築、改築、移転、大規模の修繕若しくは大規模の模様替等）時に係る変更申請時
　　③更新申請時（本体サービス又は介護予防サービスのいずれか早い方の次回更新申請時の１回に限る。また、新規指定申請時又は建物の増築等時に係る変更申請時に確認をしているものは除く。）
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